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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費や民間設備投資が持ち直しつつあり景気に緩やかな回復基

調が見られ始めましたが、一方で世界的な金融引き締め、資源価格の高騰、円安進行など、外部要因が国内景気

に下押しリスクをもたらしており、予断を許さない状況が続きました。 

発電プラント用バルブの製造販売およびメンテナンスを主要事業とする当社グループの事業環境につきまし

ては、世界的に原発回帰への動きがみられ、国内においても次世代原子炉の研究が進むなど原子力を取り巻く環

境に前進が見られました。また、国内火力発電においては徐々に進められている水素やアンモニア混焼などを通

じて化石燃料からの段階的脱却を目指している状況であります。 

このような事業環境の中、バルブ製造販売部門では、女川原子力発電所2号機、東海第二発電所、島根原子力

発電所2号機、3号機向けなど、原子力発電用の弁・部品販売が好調であり、また碧南火力発電所4号機、八代バ

イオマス発電所などのゼロエミッション発電用の販売も堅調に推移した結果、売上高は当初の計画を上回りまし

た。 

メンテナンス部門では、福島第一原子力発電所3号機の廃炉関連工事をはじめ、女川原子力発電所2号機の

弁・機器点検工事、柏崎刈羽原子力発電所7号機の弁点検工事・配管系統図作成など、年間を通じて安定的に案

件を確保できたことから、売上高は概ね当初の計画通りに推移いたしました。 

その他試験研究等の新事業につきましては、受注時期の調整に伴う売上時期の延伸などにより、売上高は当

初の計画を下回ることとなりました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は7,407百万円（前連結会計年度比7.6％増）となりました。また損益

面につきましては、短納期かつ採算性の高い取替部品の販売が増加したことや、メンテナンス部門において年間

を通じて高稼働率を維持できたことに加え、繁忙期にはバルブ製造販売部門要員をメンテナンス部門へ機動的に

配置するなど人的資源を有効活用したこと、さらには全社的に採算管理を徹底し原価低減に注力した結果、営業

利益812百万円（前連結会計年度比66.3％増）、経常利益910百万円（前連結会計年度比61.8％増）、親会社株主

に帰属する当期純利益697百万円（前連結会計年度比44.4％増）となりました。 

② 今後の見通し 

次期につきましては、バルブ製造販売部門では、島根原子力発電所3号機や東海第二発電所向けをはじめとし

た国内原子力発電用の弁販売等を見込んでおりますが、取替部品の販売が前期より減少することが予想されるた

め、前期と比較して減収となる見込みであります。 

メンテナンス部門におきましては、福島第一原子力発電所3号機の廃炉関連工事、東通原子力発電所1号機、

島根原子力発電所2号機、柏崎刈羽原子力発電所7号機の機器点検工事、福島第一原子力発電所の連結弁改造工事

などを予定しており、前期並みの売上高を見込んでおります。 

その他の新事業につきましては、確実な受注に向けた活動を計画しており、前期と比較して増収を見込んで

おります。 

一方、利益面につきましては、採算性の高い取替部品の販売が前期より減少することや、仕入れ部材の価格

高騰等の影響によりバルブ製造販売部門の原価率が前期よりも高くなることが予想されるため、全体として前期

と比較して減益となる見通しであります。 

以上の状況を踏まえ、次期の連結業績につきましては、売上高7,243百万円（前連結会計年度比2.2％減）、

営業利益492百万円（前連結会計年度比39.4％減）、経常利益547百万円（前連結会計年度比40.0％減）、親会社

株主に帰属する当期純利益363百万円（前連結会計年度比48.0％減）を予定しております。 

ただし、これらの予想および進捗は、今後の受注環境や顧客納期の変更等、様々な要因により変動する可能

性を含んでおります。 

（２）当期の財政状態の概況 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ312百万円増加し、12,707百万円となりまし

た。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産、投資不動産の増加、現金及び預金、有形固定資産、繰延税金

資産の減少によるものであります。 

（負債） 

負債については、前連結会計年度末に比べ242百万円減少し、2,696百万円となりました。これは主に、未払費

用の増加、長期借入金、退職給付に係る負債の減少によるものであります。 
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（純資産） 

純資産については、前連結会計年度末に比べ554百万円増加し、10,011百万円となりました。これは主に、利

益剰余金の増加によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ745百万円減少し、

当連結会計年度末には3,403百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上債権、仕入債務の減少により、前連結会計年度に比べ524百

万円減少し、471百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に投資不動産の取得による支出により、前連結会計年度に比べ522

百万円減少し、△700百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に自己株式の取得による支出の増加により、前連結会計年度に比べ

83百万円減少し、△516百万円となりました。 

③ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 2019年11月期 2020年11月期 2021年11月期 2022年11月期 2023年11月期 

自己資本比率 66.1 70.0 74.4 76.3 78.8 

時価ベースの自己資本比率 26.4 34.1 37.1 33.3 35.1 

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率 
290.6 192.3 205.8 146.6 243.4 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
97.9 142.4 131.5 181.7 106.8 

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

※キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 


















